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使っています．正確には，Z3を Python言語から使え
るようにした Z3Pyと呼ばれるものです 6）．Z3Pyでは
日本語名で述語や関数を定義することができますので
（Z3では不可），日本の法律を書くには大変便利です．
　国民年金法のうちで総則，通則，老齢基礎年金の
主要な部分を述語論理式に直し，Z3Pyにより検査を
行っています．詳しい内容は，もう少しまとまった結果
が得られた時点でご報告したいと思っていますが，現
時点でのおおざっぱな結論としては，この手の行政法
令の論理式表現を定理証明器によって検査をすること
は実用的であるという印象です．
　法文は複雑な入れ子や込み入った場合分けなどによ
り表層の構造は大変複雑ですが，その内容は思ったよ

り単純で論理的深度が浅く，自動定理証明技術が利
用可能であると感じています．法文の論理式への自動
変換はまだちょっと難しそうですが，新規の法令の作
成では，まず論理式表現を作り，その後，法文の生
成をすることも考えられます．
■法令工学研究体勢
　中央大学研究開発機構では，多くの自治体で使われ
ている立法支援のための条例データベース eLen4）を研究
開発した角田篤泰先生や，我が国を代表する電子商取
引法の専門家である法学部福原紀彦先生を中心に法令
工学研究ユニットが作られ，法律と工学の融合領域で
の研究を開始しました．従来，必ずしも焦点が当てられ
てこなかった分野ですが，本稿によって法令工学に興味
を持たれる方が増え研究が盛んになることを期待します．
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■労働者派遣法改正法案
　平成 26年 5月 26日付けの文書「労働者派遣法改
正法案の条文の誤りについて」が職業安定局から公表
されています 1）．これは同法案に誤りがあることが国
会に提出後に判明し，結局この法案は当該国会では廃
案となりました．誤りは文言上の軽微なミスで，条文
中「一年以下の懲役」とすべきところを「一年以上の懲
役」としてしまったものです．法律の文章は専門家が入
念に作成し，そのチェックも厳重に行われますが，そ
れでも人間の行うことですからこのような誤りが生じる
ことは仕方ありません．
■法令工学
　法律の作成は伝統的に人手により行われてきましたが，
近年法律が大量に作られるようになり，その品質の維
持には計算機科学，特にソフトウェア開発で培われた技
術を応用することが有効であると考えられます．このよ
うな観点から法令工学の提案が行われました 2）．ソフト 

ウェアの開発では，設計方法論やプロセス，テスト，検
証，再利用技術，それらを支えるツール群が日常的に
使われていますが，これらのものは法律の作り方にも使
えるはずです．法律の可読性を上げる構造化 3）や法令
データベースの高度な検索 4）などでは，法文テキストの
ままでの計算機支援が可能ですが，テストや検証レベ
ルのツールを使うには，何らかの方法により法文を述語
論理式などの形式的な表現に変換する必要があります．
■定理証明器による国民年金法の検査
　その一方で，法律が述語論理で書けるかという疑問
もあります．述語論理による法律の記述は，エキスパ
ートシステムの構築との関連でこれまでにも試みられて
いますが 5），法令工学的側面からの研究は十分ではあ
りません．筆者は，この 1年間ほど述語論理による国
民年金法の記述とその定理証明器による検査の可能性
について調べています．
　現在，多様な証明器がハードウェアやソフトウェアの
検証に使われていますが，私はマイクロソフト社の Z3

という一階述語論理式に対する充足性判定ツールを
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